税理士に対する規制緩和と景気対策

中小企業者の下支え役である税理士の規制緩和により、景気の浮上策の一貫として税理士制度の抜本的見直しが必要と考えます。

1． 税理士における市場原理の導入及び広告規制の完全撤廃

2． 税理士会による綱紀監察制度の廃止及び強制加入の廃止

3． 税務署等ＯＢによる税理士資格取得の撤廃

4． 大学院卒業による税理士資格取得の撤廃

１   税理士における市場原理の導入及び広告規制の完全撤廃

現在の税理士による全国２３０万社といわれる中小企業者への関与状況は、１００％近くに達しています。税理士の仕事は、関与先に対する会計補助及び税務申告代理及び節税策支援が主です。しかしながら、現在パソコンの普及が進み、赤字法人が全国の７割にも上る現状から、会計はパソコンを使って自社で行うことが可能となり、また節税策を講じる必要性も少なくなっています。したがって、中小企業者が税理士に求める業務は、経営援助指導、財務計画策定等による資金繰り改善、不景気等によるリスクマネジメント支援等であるはずです。この不景気に、会社運営をするにあたって経営者が考えることは、まず「経営ありき」であって、「税務ありき」ではないはずです。しかしながら、現在の税理士のほとんどがそういった中小企業者支援を講ずることはありません。それは、いまだに資格の上にあぐらをかきつづけ、毎日ゴルフ等にあけくれる税理士が多く存在するからです。バブル期と同じやり方で、資格のおかげで充分やっていける税理士が多すぎ、市場原理が働かないため、能力があり、現在の不景気対策を講じようとしている若手税理士が活躍することができないという悪循環が生まれています。日々勉強をしている若手税理士が、５０歳すぎの長年税理士をやっている方及び税務署ＯＢ出身者として資格取得された税理士と議論をしても、残念ながらそういった方達の勉強意欲等がなさすぎるため、知識が乏しく、全く議論がなりたたないのが現状です。本来中小企業者が行うべきキャッシュフロー経営も政府が中小企業支援策として打ち出している特別保証枠の拡大等についても全くと言って良いほど知識がないのに驚きます。せっかく、政府が支援策を講じても、税理士がその制度を勉強しないために、中小企業者へのアドバイス能力がなく、意味を持たないものとなっています。若手税理士は、パソコンに精通しているものも多く、情報収集能力も老年税理士よりもはるかにあり、また表計算を使用した財務改善計画策定、資金繰り計画の策定能力についてもはるかに長けています。本来、中小企業者にもっとも密着し、信頼を得ている税理士が下支えをし、景気浮上のために貢献しなければいけないはずですが、税理士の資質の低さから全く力を発揮していないのが現状です。

また、税理士とっての顧客獲得手段は、広告等がいっさい禁止されているため、銀行等からの紹介や既存の顧客からの紹介といった手段しかありません。この方法がどういった弊害を生じているかについて考えてみると、第一に、銀行等に対する交際（ゴルフ接待、食事の接待等）によるもの、または税務署との癒着による税務署出身者に対する顧客の紹介といった方法です。つまり、実力のある者が顧客を獲得するのではなく、税理士業務の実力よりもいかに交際による営業がうまいかにかかっていることになります。こういった現状からみても、税理士が中小企業者のために自分の知識を向上させる意味合いはなくなっているのです。そして、第二に、消費者側からみた税理士の選択手段がないため、紹介に頼らざるを得ないこと、また若手税理士と例えば税務署出身税理士の６０歳程度の方との選択になった場合、経験抱負とみられる６０歳税理士を選択することになってしまいます。

以上のことから、税理士が中小企業の景気浮上の担い手となるべく、税理士制度への市場原理の導入及び広告規制の撤廃が必要不可欠な状況であると考えます。

２    税理士会による綱紀監察制度の廃止及び強制加入の廃止

税理士会が、綱紀監察部を設けて会員である税理士の業務に関して監督をしています。つまり、広告やＤＭといった消費者に対する当事務所のＰＲをした場合に対して、厳重処罰をするのがその役目です。この点からも、市場原理が全く働かないことにつながっています。例えば、建設分野に長けている税理士が、既に顧問がついている顧客に対して、「こういった方法を取れば効果的な経営が可能です」といったご案内をしただけで、なわばりの侵害となったとして、税理士会よりお咎めを受けることとなってしまいます。したがって、真剣に知識修得に努めている税理士が、実力を発揮するすべもなく、押しつぶされていることとなっています。公正取引委員会からも、東京税理士会にたいして、独占禁止法に抵触するのではと、意見照会を求めているようですが、税理士制度そのものが、おそらく独占禁止法へも抵触することになるでしょう。現在税理士会の役員は、老年税理士が多く占めているため、規制緩和による市場原理の導入には、反対しています。しかし、底辺にある若手税理士の意見が全く反映されないのことになります。既存の資格制度を守ることで、老年税理士は今と変わりなく、勉強をしなくても十分やっていけることになります。いつまでも、能力主義的社会が実現しなければ、税理士会の発展もありえないことになるはずです。

したがって、税理士会による綱紀監察制度の廃止及び強制加入の廃止を強く求めます。

３   税務署等ＯＢによる税理士資格取得の撤廃

  税務署や県税事務所等に２３年以上勤務すると、税理士の資格を得ることができるといった制度があります。この制度は、いわゆる官僚の天下り先として税理士という受け皿があり、税務署との癒着が続くことになります。消費者である企業は、税務署出身者による税理士としていわゆる税務調査対策として契約をする二階建て式をとるケースが多くあります。つまり、税務調査で悪質な税逃れが発覚した場合、税務署ＯＢによる権力を使用し、税逃れを行うといった課税の公平原理を崩壊させる仕組みが存在することになっています。この制度は、試験合格により資格を取得した税理士にとっては、全く腑に落ちない仕組みであります。しかしながら、相手が税務署ＯＢとのことで、トラブルを避けるため、その部分には触れないのが通常です。

また、税務署ＯＢは長年公務員として、不景気であっても確定した給与を受け取ることができていたことや、従来税務署員として税を徴収する立場にあったことから、当然に中小企業者の経営については全く無知であることはいうまでもなく、老後の資金稼ぎとして趣味的に税理士業務を行うことがほとんどです。

先にも述べましたように、我々税理士は中小企業者に対する経営等の助言者であり、下支え役でもあるはずです。知識の乏しい二階建て税理士や趣味の一貫として行う税理士が存在する限り、日本の景気浮上の下支えをすることは困難であることはいうまでもないと思います。

早急に、税務署等ＯＢの税理士資格取得制度を撤廃する必要があります。

４    大学院卒業による税理資格取得の撤廃

  現在の税理士資格取得制度のひとつに、大学院を卒業することによる試験免除によって、資格を取得することができるものがあります。つまり、厳しい資格試験を突破して資格をとったものと同レベルになってしまいます。つまり、お金があるもの、資格試験を突破することができない能力のないものでさえも、大学院を卒業さえすれば税理士になることができてしまいます。この制度により、税法や会計、法律を全く知らなくても、税務業務に携わることができることになります。このことも、当然に税理士の資質を低下させる要因の一つになってしまいます。多くの２世税理士がこの手段による資格をしており、苦もなく、父親の事務所をつぐことで、若手であっても既存の税理士のやり方を踏襲することになってしまっています。当然に、既存の顧客に対して既存のやり方で行うことによって、自ら資質の向上をすることがなくなってしまうといった弊害をうんでいます。

したがって、大学院を卒業することによる資格取得制度も早急に廃止すべきです。

以上、若手税理士の意見を述べさせて頂きましたが、日本の景気低迷が続く要因のひとつとして、最も中小企業者に密着している税理士のレベルの低さが挙げられます。政府の支援策を中小企業者のために、うまく活用することも当然に税理士へ求められるものの一つといえるでしょう。産業活力再生法及び中小企業経営革新支援法、保証協会に対する保証枠の拡大について、どれだけの税理士が理解しているでしょうか？おそらく１，２割程度でしょう。税理士の世界が実力社会になり、真に消費者である中小企業者のためになる支援をしていくことで、景気の浮上がはかることができるのではないでしょうか。

又、税理士業務を資格のないものへ開放することについては、反対ではありませんが、税理士の役割として納税者の権利擁護といった重大な責務があります。こういった責務を適正にまっとうすることができる者を条件とすることが必要ではないかと考えます。

規制改革委員会において、税理士制度に関する提言を述べさせて頂きたいほどですが、税理士会の老年税理士である役員とは、全く意見が異なるため、匿名による意見とさせて頂きました。

弁護士法７２条の改正に対する、宮内委員長の手法はすばらしかったと思います。次に早急に対処すべき課題は、税理士法２条にからむ業務独占の見直しも含めて、上記に述べさせて頂きました課題も見直す必要があるかと思っております。

規制改革の動向は、常に関心を持っております。

意見として参考にして頂きたく、お願い申し上げます。  

